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コンサルティングファーム

• 短期的にマンパワーが必要

関係各所とのミーティングや連絡

ドキュメンテーション

イントラサイトページの作成

プロジェクトの推進者

その他各種相談

• 平常業務との両立

• 内部者として案件に迅速かつ柔軟に対応

• 法律業務ではなくロジ的な作業

• 法改正やプライバシー関連業務の知見

• ノウハウ
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楽天グループ株式会社

②改正法プロジェクトの本格始動

③対象事業の特定

④対象事業へのインプリ

①情報収集・社内周知

Kickoff MTG
（全体）

Kickoff MTG
（個別）
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情報収集・社内周知

情報収集

•法令、ガイドライン、QA、パブコメ、その

他の個人情報保護委員会公表資料（◎）

•個人情報保護委員会セミナー（◎）

•事業者団体等のセミナー（◎or○）

•法律事務所セミナー（○）

•書籍、法律雑誌（○）

•他事業者や個人情報保護委員会との意見交換

会（○）

•ウェブサイトの記事（△）

•有料セミナー（× 利用せず）

社内周知

•説明会等

•レクチャー動画

•個別ミーティング

•イントラ

•ニュースレター

•ポスター

５

‣全体事前説明会（複数回）
‣部門内（テクノロジー部門等）
‣CCO会議
‣全体キックオフ
‣個別キックオフ（カンパニー、事業）
‣経営会議（月例）



対象事業の特定

※インプリ段階でスコープインすることも

各組織への簡易質問票の送付

×2

簡易質問票等のレビュー

レビュー結果を踏まえた個別

ミーティング

※多数の部署

※用語説明のリンク

※できる限り簡易な質問

→ 対象事業の特定

※ISMS台帳

※これまでの知見
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簡易質問票（例）
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キックオフミーティング（全体&対象事業）

＜対象事業とのキックオフミーティングの場合＞

• 基本的に個々の対象事業単位（ただし、統合して実施の場合も）

• 30分～1時間程度（事業によっては以後複数回のミーティング）

（趣旨）

• GPO担当者と対象事業との顔合わせ

• 対象事業のPICの設定

• 本プロジェクト及び法改正の概要説明

• 期限等のスケジュール及び進捗報告方法の確認

• 簡易質問票等の内容確認

• 個別論点に関連する事実の大まかな確認

• コミュニケーション方法の確認

• 今後の進め方の確認 等
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対象事業とのコミュニケーション方法

• 社内イントラに改正APPI専用の情報共有ページを作成

①改正法の概要資料

②各改正項目への対応事項及び全体スケジュール

③各サービスにおけるタスクの詳細

④各改正項目についてのガイドライン等

⑤過去の説明会動画等の一覧

⑥その他の共有事項

⑦質問コーナー 等

• メーリングリスト

• 専用のGPOメールアドレス

• FAQ

• タスク管理ツール

※社内イントラの専用ページの一部抜粋
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タスク管理ツール
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進捗管理

＜フィルター＞

対象事業 担当者 論点

＜一覧表＞

等

フィルターごとの状況
を一覧で確認可能

✔

✔
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法的対応事項のイメージ（初期＜ガイドライン公表前＞のもの）
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主な検討事項

外国提供（第三者、委託）

第三者提供時の確認・記録の再確認

利用停止等

個人関連情報

プライバシーポリシー等による説明

１

２

３

４

５

・外国の名称や制度等
・利用目的の具体化
・安全管理措置
・事業者に関する情報
・個人情報等の突合 等
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外国提供（制度調査）

• 主にトラベル系事業

• 個人情報保護委員会の制度調査と楽天における追加調査

• 分野別法令により制度調査内容は異なり得る

• 特殊分野の制度調査が必要になった場合

• 多数の国の調査

• 継続的なアップデート

• 説明事項の長文化

※楽天グループ㈱ウェブサイト 14



外国提供（基準適合体制の整備）

• DPA（Data Processing Addendum）のアップデートと締結

• 利用規約でのサービス利用の可否

• DPAの締結交渉

楽天ひな型 or ベンダーひな型

• 法第４章第２節の規定の趣旨

• DPAの文言交渉

• そもそもAPPI（個人情報保護法）がDPAの適用対象外のケース

• 適用法令を遵守の条項もないケース

• DPAの締結事実のみで満足しない

• ベンダー主張のDPAを締結せざるを得ない力関係

• APPIのプレゼンス
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開示等請求

• 各事業が管理している個人情報の在処とそ

の内容

• 各事業管理、共通管理

• 対応が想定される場面の確認

• 削除や利用停止の具体的アクション

• システム改修の要否

• 担当者間の連携方法

• 社内プロセスの再確認と書面による明確化

※イメージ
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プライバシーポリシー

• 30以上のプライバシーポリシーをアップデート

①事業者に関する情報

②利用目的の説明

③外国提供

④突合による広告配信等

⑤個人関連情報

⑥安全管理措置 等

• ログイン時等の同意取得

• 文書の長文化、難解化

• プライバシーポリシーの位置づけをどうすべきか

• 説明だけしておけばよいという発想からの脱却
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プライバシーセンター

• プライバシーセンターにコンテンツを追加

①プライバシーってなんだろう？

②Rakuten IDってなんだろう？

③個人情報保護方針ってなんだろう？

④Cookieってなんだろう？

18



法解釈

• インプリ過程で法解釈について悩むケースあり

（例）

ⅰ 個人関連情報を「個人データとして取得する」の具体的意義は？

ⅱ QA改定との関係で、7₋41の②の「同意」の法的位置づけは？

• ポイント付与のためのデータ連携

• 公式文書（法令、ガイド、QA、パブコメ）での明確な見解

＜連携先＞

• 個人情報保護委員会

• 経済団体、業界団体

• 他企業

• 弁護士

• 有識者
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【参考】

意見 意見に対する考え方

【該当箇所】 3-7-2-1 「個人データとして取得する」について（93 頁）
【意見】「提供を受けた個人関連情報を直接個人データに紐付けて利用しない場合は、別
途、提供先の第三者が保有する個人データとの容易照合性が排除しきれないとしても、ここ
でいう『個人データとして取得する』場合には直ちに該当しない」とのことであるが、提供
先の第三者が保有する個人データと紐づけて利用するものの、紐づける個人データが、それ
単体では個人を識別することができるものではなく、容易照合性の観点から個人データと
なっている情報（例：ID のみで管理されている情報）である場合にも、「個人データとして
取得する」場合に該当しないとの理解でよいか確認したい。
【理由】仮に、上記のケースが、提供先の第三者が個人関連情報を個人データとして取得
する場合に該当するとなると、事業者が保有する個人関連情報を広告配信プラットフォー
マーに開示し、広告配信プラットフォーマーにおいて当該個人関連情報と広告配信プラット
フォーマーが保有する個人データ（容易照合性の観点から個人データとなっているものの、
それ単体では個人を識別することができないもの）を組み合わせて広告の拡張配信を行うよ
うなケースや、受け手側として、事業者が保有する氏名等と紐づけることを予定せずに第三
者から取得した個人関連情報を取得し、自社のデータベース内に格納するケースにも、個人
関連情報の規制がかかることとなってしまうためである。 【経営法友会】

改正後の法第 26 条の２は、個人関連情報の提供先において、個人関連情報を個人データ
として取得することが想定される場合に適用されることとなります。
個別の事案ごとに判断することとなりますが、提供先の第三者が、提供を受けた個人関連

情報を、それ単体では特定の個人を識別することができない情報と紐付けて利用するのみで
あり、個人データとして利用しないのであれば、「個人データとして取得する」場合に該当
しないと考えられます。

※ガイドライン通則編パブコメ №350（2021年8月2日）

※ガイドライン通則編（個人関連情報に関する説明）

※個人情報保護委員会Q&A
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おわりに

① プライバシーポリシーの位置づけ、わかりやすい説明

② 法律の遵守は「最低限」、ユーザの視点

③ 社内啓発

④ 他社や有識者との連携

⑤ 規制当局との連携

⑥ 最新ビジネス、テクノロジーの動向把握

⑦ 情報セキュリティ部門との連携

⑧ グローバルな視点（含：APPIのプレゼンス向上）

⑨ プライバシー組織の人的充実化
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E-mail address…

※社内ポスター




